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テーマ:沿岸域の多面的利用

1 .沿岸声域の多面的弄lj用とその性格

増田　洋(北海道大学水産学部)

( 1 )沿岸域の利用は元々多様です｡問題は､ 80

年代に相次いで発表され進められたウオーターフロ

ント開発やリゾート開発によって沿岸域の囲い込み

的利用ないし多面的利用の排除が進められるのでは

ないか､また海洋レジャーの人口増加に伴う泊岸城

の不特定多数による利用範囲の拡大が従来からの利

用秩序を崩壊させ､海洋環境悪化の原因になるので

はないか､という点と､もう一つは伝統的利用形態

である漁業において担い手の老齢化､後継者不足に

よって後退を余儀なくされている事態をいっそう加

速するのではないかーという点があるからです｡

報告では､こうした問題が捷起される状況を日本

経済における蓄積様式の変化の中に位置づけて考え
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てみたいというのが､素朴かつ最初の出発点です｡

( 2 )高度成長が続いた1 9 6 0年代は臨海工業地

帯の造成が盛んで沿岸域の埋立が広範囲に進められ

ました｡漁業権放棄や工場からの排水による海洋汚

染が漁業環境を縮小･悪化させた｡この時期は､投

資が投資を呼ぶ形で設備投資が増大し､産業基盤が

拡大しーその中に沿岸域の工業的利用が組み込まれ

ていたという事ができます｡しかし､第一次石油危

機後における成長鈍化は工業立地の外延的拡大を減

速させ､志村氏が注目する｢設備投資比率の低下と

いったニーズの『構造変動』の方が､変動要因とし

ては大きく｣ ( 『現代日本経済の構造と政策』以下

同じ)なり､ ｢今や従来の産業調整の方式に代わっ

て､事業転換など､企業の行動(資本の移動)を軸

とした構造調整が目立っようになる｣事態が進行し

ます｡そして志村氏は､ r製造業における全般的な

雇用縮減の現実は- ･従来の過剰資本の消化メカ

ニズムが断ち切られ｣ ､ ｢代わって､過剰資本の処

理方法として構造的に大きな意味を持つようになっ

たのは､第3次産業化である｣としています｡ 70

年代から8 0年代における沿岸域利用の多様化もか

かる｢過剰資本の吸収メカニズムの変化｣の中に位

置づけてみる必要があると思うのです｡

(3 )また､こうした日本経済の枠組みの変化の下

で漁業構造も大きく変質しています｡食生活の変化
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を含めた消費構造も高級化･多様化し､供給体制も

それに追随してきました｡とくに沿岸域における水

産資源の減少傾向は､高価格魚種の選択生産に向か

わせ､また､コスト高になる養殖業の拡大をもたら

してきました｡そして､ 80年代には水産物消費の

高級化･多様化に対応して輸入が急増しています｡

これがまた国内生産に対して過剰供給･価格低下と

して影響を与えます｡これに､沿岸域における漁業

以外の産業進出が加わることによって雇用機会が拡

大し､漁業外就業が増加します｡

かくしてー沿岸域の多面的利用は､漁業内部に労

働力を止める誘因が微弱になっているのに対して､

漁業外部における労働力の吸引力が強くなり､漁業

の存立条件を脅かします｡しかし､このことの持つ

意味の解明は十分ではないと思います｡

( 4)かかる事態を支配的な経済論理(市場)で分

析することが第一義的課題となるでしょうが､以下

の点も含めて問題の提起に終わらざるを得ない場合

もあるかと思います｡ ①沿岸域利用における企業の

論理と漁業側の論理　②海面利用をめぐる所有と公

的利用の問題　③生温系ないし環境維持に係わる市

場と外部性の問題が解明される必要があるでしょう｡

報告者なりの回答を用意するつもりではいますが､

課題の設定も含めて早い時期に助言が戴ければ幸い

です｡短信ということで勝手なお願いをした次第で

す｡

2_　掛レ　クT}エ-ミ′ヨン手排日
一漁協参加型マリーナ経営の現状と今後の課題一

乾　政秀(株式会社　水土社)

国民の余暇需要の高まりの中で､わが国の海洋レ

クリエーション需要は近年著しく増大している｡海

面利用の形態は､ヨット､モーターボート等のプレ

ジャーボートを始めとしてー水上バイク､ボードセ

イリング､サーフィン等多様化が進んでいる｡こう

した時代変化を受けて海面利用をめぐる漁業とレジ

ャーとの調整問題が重要な課題になっている｡

海洋レクリエーションをめぐる漁業者の対応は､

漁村地域の背後条件､漁場の環境､漁場の生産性な

どによって様々であり､排除型､戸惑型､協調型､

積極型に類型化される｡漁業が摘発な地域では封除

型､海洋レクの後発地域では戸惑型､先行地域では

協調型や積極型の態度をとることが一般的である｡

プレジャーボートを収容するマリ-ナの経営はー

様々なタイプに類型化されるが､経営主体の面から

みると､民営型､公営型､漁協非参加の第三セクタ
ー型ー漁協参加の第三セクター型ー漁協関与型(場

所貸し､直営)に分類される｡

全国のマリーナをタイプ別にみると､民営型が圧

倒的に多い｡民営型の経営主体はプレジャーボート

のメーカーや､デベロッパーなどの大手資本から地

方の中小資本まで様々である｡公営型は国体を契機

に整備されたものが多い｡漁協あるいは漁業者がマ
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T) -ナ経営に参加している事例は余り多くない.

全漁連は海洋レクリエーション対策指針づくりの
-買として､全国のタイプ別マリ-ナの事例を調査

した｡現地調査を担当した一人として､漁協関与型

マリーナの現状を報告し､併せて海洋レクに対する

漁業者の対応について議論を提示したい｡

漁業者がマリーナ経営に参画した動機や運営形態

は当該地域の特性を反映して様々である｡ここではー

漁協参加の第三セクターの例として三崎マリン(秤

奈川県) ､地区漁民の直接的な経営の例として重須

マリーナ(静岡県) ､漁協主導の委託経営の例とし

て高石マリーナ(大阪府) ､水面管理の事例として

諸磯漁協(神奈川県)の4事例を紹介する｡

海洋レクの利用者が組織化されていれば､漁業サ

イドからの要望が利用者に伝達､反映される｡しか

し､利用者が組織化されていない無秩序係留､保管

基地を必要としない水上バイクやボードセイT)ング

では利用者を特定できないために､漁業側の意向を

伝達することができない｡海面利用をめぐるトラブ

ルの多くは､利用者の兼組織化に起因している｡

漁業者が管理するマリーナでは､漁業サイドの要

望が利用者に反映され､海面利用をめぐる調整が比

較的とりやすく､漁業者との交流を通じて､漁業や



自然環境への理解を形成しやすい｡また､マリーナ

経営による収益は漁協経営に少なからず経済的メリ

ットを与えるし､地域の雇用拡大に寄与しているケ
ースも見られる｡

押し寄せる海洋レク需要の増大は避けることので

きない大きな潮流である｡伝統的な海の利用者であ

り､海を生活の場としている漁業者のヘゲモニーの

もとに海洋レクの利用者を組織化することが､漁業

者サイドの意向を利用者に伝達でき､海面の利用調

整を可能にするものと思われる｡漁協関与の在り方

は､地域の実情や組合の能力に応じて画一的にはな

らないが､少なくとも海洋レクに対して漁業者傾助言

積極的に関与していくことが望まれている｡

3.海の手綱をこお8ナーる漁当撃と併催　レクTJ
ユ-シヨンの調整期邑Bごつt,ヽて

山下正貴(株式会社　地域開発研究所)

1.概要

近年､海の先発的利用者である漁業者と海洋性レ

クリエーション捕動者の間でー海の利用に関して様

々なコンフリクトが発生してきており､今後のレク

リエーション需要の増大や､海洋性レクリエ-シヨ

ン機器の開発動向を考慮すれば､コンフリクトの数

は増えこそすれー減ることはないと考えられる｡

このようなコンフリクトに対して､各当事者は､

係争関係に持ち込むのでなく､地域独自の調整ルー

ルを形成することによって対処している事例がいく

つか見られ､これはコンフリクトの解決に対する一

つの有効な方策であると考えられることから､現状

認識として､当該問題領域における各当事者の主張

点の整理等コンフリクトの発生構造を整理するとと

もに､先進地域である相模湾を中心に既存の調査事

例を示し､今後ー漁業と海洋性レクリエーション描

動の調整を図るに当たっての資とする｡

2.内容

2-1コンフリクトの発生構造

( 1 )問題発生の背景

(王)海洋性レクリエ-ション描動の増大

②活動アイテムの多樹ヒ

③歴史的に海の管理を担ってきた漁業者の意識

の変化､高い既得晦ま議

④協議､合意形成の場の兼形成

⑤これらの結果としての､コンフリクトの発生

(2)コンフリクトの具体例

(3 )当事者の主張点

①海洋性レクリエーション摘動者サイド

②漁業者サイド

(4)調整ルールの形成

既存事例においては､漁業者と海洋性レクリエー

ション捕勤番との合意形成に基づき､以下のような

内容をもつ海域利用の調整ルールが形成されている｡

①空間区分

②時間区分

③利用制限

④速度制限

2 - 2個別調整事例

(1)プレジャーボート:葉山マリーナー逗子マリ
ーナ､浜名湖

(2)ボードセイリング:三戸浜､三浦海岸

(3)ダイビング:兵籍

(4)ジェットスキー:江ノ島

2 -3今後の漁業と海洋性レクリエーション滴動の

調整のために

■海洋性レクリエーション括動者の組織化(窓口

の一本化)

●話し合い､合意形成の場の形成

■地域性を担保した海域利用調整システムの構築

■システムの定期的な見直し(海の条件は変わり

易いので､適宜ローリングしてゆく仕組みをと

る)
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4.着6~日棚8こお8ナる勃魚業
噸寺U用の位酌8ナ

馬喝　治(東京水産大学)

東京湾､伊勢湾及び大阪湾などの大都市近郊に位

置する漁業は､戦後の高度経済成長以降の他産業の

展開とトレード･オフする形で､その存在を否定さ

れる対象であった｡重化学工業を中心とする産業用

地確保のための臨海部埋立による漁場喪失や漁場環

境の劣化｡石油危隣に伴う燃油費高騰による漁業経

営の悪化｡重化学工業中心からサービス産業中)か＼

という産業構造の変化に伴う一産業､人口の都市部

への集中､それに対応した事業用地･住宅地確保､

交通網整備のための都市臨海部開発による漁場条件

の悪化｡産業構造変化の中でのレジャー産業の展開

と国民の余暇精勤の描発化による臨海部リゾート開

発､海面のレジャー的利用の進展｡これらは沿岸漁

業､中でも開発圧を強く受ける都市近郊の沿岸漁業

のあり方に大きな影響を与えー変化をもたらした｡

漁業の存在を規定してきたと考えられるこれらの事

象の推移と､その中での漁業の展開を､東京湾に位

置する漁業地域の事例(千葉県船橋市､神奈川県横

浜市)に基づいて検討し､他産業による海面利用の

進展の中での海面の漁業的利用の位置関係を考察す

る｡

昭和30 -4 0年代にかけて大規模な臨海部埋立が進

行し､船橋では昭和44年に区画及び共同漁業権の全

面放棄が決定され､横浜ではけ辞口45年に大規模な埋

立にともなう漁業権補償交渉が妥結した｡また､知

事許可漁業である巻網や小型底曳網などには漁業影

響補償の名目で補償金が支払われた｡開発を進める

側はこの時点で､漁業権漁業の消滅と同時に許可漁

業の大幅な縮減を想定L t事実漁業者の漁業からの

離脱はかなりの規模で進行した｡その一方で､漁業

の存続を強く希望するものも一定程度存在し､また

昭寿Eu8年に起きた石油危既は漁業離脱者の他産業へ

の就業を困難にするものであった｡この石油危機は

同時に､当初想定していた埋立地への企業誘致の進

展を阻みーさらに埋立工事自体の進行をも遅らせた｡

その結果､補償対象となった漁業権漁場が部分的に

残存することになった｡これらの状況を受けて漁業

者の残存が見られ､船橋では巻網や小型底曳網など

の展開と残された漁場でのノリ養韓とアサリ採取が
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続けられ､横浜ではノリ養殖の兼業業種であった小

型底曳網に生産の中心をシフトさせる一方､残され

た漁場でのノリ養殖も規模を縮小させながら続けら

れた｡

これらの地域における漁業経営存続の背景として

以下の要因が考えられる｡第1にー石油危鉄以降の

経済環境の変化や20 0海里規制に伴う沿岸域見直し機

運を受けて､埋立一辺倒から残された海面の有効利

用を図るという名目で､期間を1年に限定した短期

免許による漁業権漁業の存続を認めるという行政側

の対応の変化があった｡このような経営存続の条件

が抱担されたとはいえー短期免許というきわめて不

安定な経営環境であることにかわりはなく､また漁

場の縮小や水質の悪化などの漁場環境の劣化は本来

的に漁業経営の存続を阻害するものであった｡第2

に､経済環境の変化の下で臨海部開発は質的変化

(重工業用地開発からオフィスビル､住宅､公園､

交通網整備などのための開発へ)を伴いながらも依

然として進行L tそれに伴う種々の漁業補償がなさ

れてきた｡さらに､漁業地域間辺の開発に伴う地価

高騰は､漁業者にアパート経営兼業の機会を提供す

ることにもなった｡このような補償金や兼業収入な

どの漁業外収入の機会拡大が漁家経営基盤の確保に
一定程度寄与してきたことは否定できない｡第3に､

以上のような漁業のおかれている生産環境の変化の
一方でー生産物のおかれた消費環境の変化も経営存

続の要因と考えられる｡横浜のシャコやカレイー船

橋のイワシ､スズキ､アサリ､ノリなどが現在のよ

うな評価を受けるに至ったのは､削こ消費地に近く

高鮮度出荷ができたという条件だけによるものでは

なく､このような都市近郊における生産物を評価す

るような消費環境が出てきたことが重要な要因でも

あろう｡このような状況にうまく乗ることができた

地域が結果的に生き残ってきたともいえる｡

都市近郊の漁業は昭和4 0年代までの開発の中で一

度は存在を否定されたが､その後の開発の展開の中

で漁業側の主体的な対応というよりは､むしろ開発

に伴って出てきた存続条件を利用する形で今日に至

っている｡その過程では､海面の多面的利用が進展



する中で漁業生産は海面利用主体の序列における地

位を相対的に低下させてきた｡しかし､臨海部開発

の質的変化が進む中で泊岸域環境保全の必要性が打

ち出され､その中で漁業を位置づけようという動き

も見られる｡横浜ではー埋立による宅地､公園整備

の過程で漁港と関連施設､周辺道路が整備され､一

つの都市計画の中に漁港が組み込まれたとも見える

形となって存在している｡さらに､従来は調整規則

に基づく特別許可(単年度免許)によるノリ養殖が

行われてきたが､昭和63年には開発計画に基づく理

立が完了した周辺水城については新たに区画漁業権

を設定するという対応がとられている｡このような

対応は即経営の維持存続を保証するものではないが､

少なくとも漁業の存在を否定してきた従来の対応と

は異なるものであろう｡このような対応の中で､漁

業は従来のように海面利用体系の中の上位に置かれ

るのではなく､漁業外をも含めた多様な海面利用主

体の中の一つに過ぎないものとして位置付けられよ

うとしていると考えられる｡

5 .遊動急弁舌ヨ箆蓑萱嘗箸の夷貞義と沿岸域手rl用

遊漁は､従来沿岸漁業にとって外在的な撹乱要素

とみられてきた｡たとえば水産庁の｢遊漁対策室｣

という名称にも示されるように､遊漁は漁業にとっ

て対策の必要な相手側であり､特に漁場･資源利用

上の競合者として調整の対象とされてきた｡しかし

ながらー一方では遊漁船業を漁業者の簡便な兼業機

会と考え､それを漁村摘性化の手段として取り込も

うという志向も存在した｡したがって､遊漁に対す

る漁業サイドの認識も､逝漁人口の増加を｢迷惑の

拡大｣とみる場合と､ ｢兼業機会の拡大｣として好

意的に受け止める場合の2様の見方が存在したわけ

だが､何れにせよそれは｢漁業から見た遊漁｣の認

識にとどまりー漁業にマイナスとなるかプラスアル

ファとなるかといったレベルで干れを見ていたとい

える｡つまり､これまで遊漁船業に対する内在的な

認識はきわめて不十分であったと思われるのである｡

しかし､漁業と遊漁の調整問題にしても､逝漁の

兼業機会としての利用にしても､ビジネスとしての

遊漁船業の実態認識が不十分では各々の展望が見え

て釆ないのも道理である｡今日､遊漁を取り巻く状

況は大きく変化しー逝漁船業経営は重大な転機に立

たされている｡またその中で､遊漁船業の経営間競

争が激化しー経営分化の傾向も顕著となっている｡

そして､分化した種々の経営タイプによって環境変

化への対応力も異なるし､漁業との共存についても

遊漁船業経営のコンセプトによってうまくいったり

いかなかったりするのである｡こうした､遊漁船業

宮沢晴彦(東京水産大学)

の実態を明らかにし､漁業との相互理解の可能性を

探ること､これが本報告の課題である｡

報告では､まず遊漁の現状をセンサス等の統計資

料によって確認するoそこでは､従来型の遊漁船業

が行き詰まり､ ｢遊漁液業による消牲化｣等という

漁業者サイドの意向が今や安易な期待となっている

ことが明らかにされる｡

次いで､典型地帯のケーススタディに基づき､過

当蒲争下における遊漁船業経営分化の実態に迫り､

経営の諸タイプを明らかにする｡今日では漁業兼業

経営の衰退と遊漁専業経営の相対的発展といった単

純な図式にとどまらず､遊漁専業経営の中で､ ①近

場釣りタイプ(従来型) ､ ②遠征釣りタイプ(マニ

ア型)ー③多角化タイプ等の分化が見られ､内部で

の経営格差も広がっているのである｡そして釣り客

ニーズの変化を把握し､それに対する新たな経営対

応の方向を整理することもここでの検討課題となる｡

さらに､遊漁船業と漁業との協調的関係がー遊漁

船業の経営対応と漁業の実情との間のいかなる相関

において実現され得るのかを考察する｡そこでは､

地域漁業の基幹的業種､漁某依存度､遊漁船業のサ
ービス業としての自立化､組織化の程度等が､どの

ように協調的関係成立に拘っているかが検討される｡

その中で特に遊漁船業者が地城漁業者を船頭として

組織化するタイプやー釣果主義を蝕脱し､総合的サ
ービス業として展開するタイプの積極的意義が確認

される｡
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櫛苛等陪

◆3 9回大会関係

1.シンポジウム準備

テーマ:沿岸域の多面的利用

報告者:増田　洋(北海道大学水産学部)

乾　正秀(株式会社　水土社)

山下正貴(株式会社　地域開発研究所)

馬場　治(東京水産大学)

宮沢晴彦(東京水産大学)

コーディネーター;小野征一郎(東京水産大学)

司会:小野征一郎ー鈴木　旭(北海道大学)

コメンテーター:未定

2.学会日程

5月29日(金)

･ 13:00-15:00　シンポジウム打ち合わせ

会場;東京水産大学職員会館

シンポジウム報告者､司会､コメンテーター

は集合すること｡

･ 15:00-16:30　学会賞選考委員会

会場:東京水産大学職員会館

(鈴木旭､小野征一郎､八木庸夫､増田洋､

中井昭､浦城普一､片岡千貿之の各氏は出席

のこと)

･ 18:00-20:00　全国理事会

会場:東京水産大学職員会館

5月30日(土)

･ 9:30-17:00　｢般報告

会場:東京水産大学講義棟･大講義室
･ 13:00-14:00　塾._全(会場:同上)

･ 18:00-20:00　%

会場;東京水産大学厚生会館(生協)

5月31日(日)

･ 9:00-17:00

会場:東京水産大学講義棟･大講義室

※大会参加費2,000円　懇親会費3,000円

※宿泊等は各自で手配されたい｡

◆日本農学会関係

日本農学会では､毎年大会シンポジウムを行って

いますが､この度9 0 , 9 1年度大会シンポジウム

報告の合本が養賢堂から出版され､会員各組織にそ

の購入要請が参りました｡事務局では漁業経済学会

として1 0部の買い取りを決め､学会大会で頒布す
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る事と致しました｡報告書のタイトルは下記の通り

です｡

･地球環境と農業をとりまく諸問題(1990)

･地球環境と農業･人間をとりまく諸問題(1991)

水産では川崎健氏の報告が掲載されています｡価

格は1,854円定価の8がけということで1,500円とし

ます｡購入を希望される方は､大会当日購入するか､

または事務局までご連絡下さい｡

◆編集委員会からのお知らせとお願い

現在､編集委員会では年4回刊行を今期の目標と

して取り組んでいるところです｡次号以下の発行予

定は下記のとおりで､ 4回刊行の実現にむけて目下

努力しています｡このためにも予定された会員の投

稿原稿が滞りなく受領できることを願っています｡

第3 7巷第1号-5月刊行予定

第2号-特集号｢沿岸基幹漁業の構造と

展開｣ (仮)　7月刊行予定

第3号-大会シンポ号

第4号-投稿論文の号

ところで､こうした編集企画と併せて､委員会で

は次年度文部省より学術刊行物助成金の援助をお願

いする方向で､学会誌の体裁を一部整え､かつ,執

筆要額等の諸規定の若干の見直しと改正を行うべく

検討を進めています｡具体的内容については次期理

事会､総会に提案し､会員各位の了承を得たいと考

えています｡

しかし､この秋に提出が求められている申請書頬

のなかにはーあらかじめ欧文抄録を付加したバック

ナンバーが求められており､事前に編集作業を進め

る関係上､次期総会の開催前に従前までの編集要領

と異なった学会誌編集を開始していなければなりま

せん｡このことについてはー編集委員会の責任にお

いて進めようと思いますが､会員各位､とりわけ該

当する学会誌の投稿者となられる会員の皆様の理解

と協力がどうしても必要です｡

よろしくお願いいたします｡

なおこのことについての会員各位の積極的な質問ー

意見等求めていますのでー委員会までお知らせくだ

さい｡

学会誌編集委員会

(編集代表　秋谷垂男)



◆会員動向

･物故者:浅野長光(日本トロール捕鯨漁船保険組

合)
･新入会員:田和正孝(関西学院大学)

今井敬三(三井造船)
･所属･住所変更等:

倉田亨･榎木彰徳　近畿大学国際資源管理学科

片岡千賀之　長崎大学水産学部

〒359-06　西彼杵郡長与町吉無田郷

481番地　(0958-83-7327)

超　柏賢　〒140　品川区大井6-1311雄心寮

319

浜田　俊一　〒896　串木野市御倉町198番地

( 0996-32-5517 )

溝田　英嗣　東京水産大学

〒273-81千葉県鎌ヶ谷市くぬぎ山

5-8　初富住宅7-408

( 0474-45-8309 )

山尾　政博　鹿児島大学水産学部

婁　　小波　近鈷大学国際資源管理学科

〒631奈良市芝辻町2-4-8

( 0742-33-8014 )

若林　良和　松山東雲女子大学人文学部

〒790　桧山市北久米町439-2

メゾンM1-105

( 8899-78-3276 )

前潟　光弘　〒896　串木野市本湊町100

川996-32-6452 )

佐久間美明　三重大学生物資源学部

〒514　津市上浜町2-138-302

( 0592-29-3744 )

三輪　千年　水産大学校

〒751下関市費船町3-4-1

貴船住宅3-503

( 0832-35-7220 )

菊池　達人　〒782　高知県香美郡土佐山田町

高河原

高知県内水面漁業センター

◆ボーナスカンパのお礼

昨年末から今年にかけて下記28名(敬称略,順不同)

の方からボーナスカンパ合計155, 000円を頂きました｡

ありがとうございました｡

岩田久好　中井　昭　岩崎京至　井元康裕

清田英嗣　山本　忠　片岡千賀之　篠　半吾

古林英一　三輪千年　大書多甫文　中楯　興

鈴木　旭　佐竹五六　増井好男　　志村貿男

益田庄三　秋谷垂男　蔭山純由　大島裏二

大崎　晃　榎　彰徳　大山　博　市川英雄

鶴田正裕　重見之雄　二野瓶徳夫　長谷川彰

◆寄贈文献の紹介

学会宛に次の文献が寄贈されました｡寄贈文献は

学会員の共有財産ともなり､情報交換の意味もあり

ますので､各人の研究成果は是非学会に寄贈をお願

いします｡

･水産庁南西海区水産研究所『南西海区水産研究所

報告　第25号』 1992年3月

｡標津漁業協同組合『標津の漁業- 2 1世紀の豊か

な海への提言一第一部､第二部』 1991年10月

｡在日朝鮮人科学技術協会『朝鮮学術通報　第2 7

巻第1号』 1991年12月

･日本農学会『日本農学大会シンポジウム｢農学及

び園芸｣第6 5巻･ 6 6巻合本』養賢堂1992年2

月

･小野征一郎･堀口健治編著『日本漁業の経済分析

一縮小と再編の論理- 』農林統計協会1992年3月

･多屋勝雄『国際化時代の水産物市場一水産物需給

と価格形成』北斗書房1991年12月

･八木庸夫編著『漁民-その社会と経済-』北斗書

房1992年3月
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第3 9回漁業経済学会大会の御案内

漁業経済学

9:30-17:00　一般報告

13:00-14:00　総　会

18:00-20:00　懇親会

5月31日(日)　　9;00-17:00　シンポジウム

テーマ:沿岸域の多面的利用

講演着:増田　洋(北海道大学水産学部)

巨

乾　政秀(株式会社　水土合)

山下　正貴(株式会社　地域開発研究所)

馬場　治(東京水産大学)

宮沢　晴彦(東京水産大学)

会:鈴木　旭(北海道大学水産学部)

小野征一郎(東京水産大学)

堂大会参加費2 , 000円､･懇親会費3 , 000FgM

5月29日(金)　18:00-20:00　全国理事会

iii
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篭
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章会場‥好畑大学鮎会館(鰯聴､平屋建て民家舶物下記地図参贋)
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